

































































































































































































































戦後、1945（昭和 20）年 10 月に文部省内に社会教育局が復活し、1947（昭和 22）年に制
定された教育基本法の第７条に社会教育が規定され、1948（昭和 23）年７月公布の教育委員





























































































（1967〔昭和 42〕年４月から 1979〔昭和 54〕年 3 月）、旧内務官僚で戦後地方自治制度の確
立にも深く関わり、東京オリンピックを副知事として支えた鈴木俊一都政（1979〔昭和 54〕
年 4 月から 1995〔平成７〕年 3 月）、さらに、国への対抗姿勢を明確にし、東京都独自の施












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































美濃部亮吉（1967-79 年、3 期） 〈成長ひずみ期〉
公害防止協定、老人医療費助成制度、ごみ戦争、準公選区長、広場と青空の
構想、超過課税、公営ギャンブル廃止、起債訴訟、保健所区移管
鈴木俊一（1979-95 年、4 期） 〈低成長・バブル期〉
財政再建、マイタウン東京構想、行財政改革、地価対策、臨海副都心開発、
都庁新宿移転、地下鉄 12 号線、都区制度改革、情報公開条例
青島幸男（1995-99 年、1 期） 〈バブル崩壊期〉
世界都市博中止、開かれた都政、交際費の返還、コスモ信組問題、
臨海副都心開発見直し、事業系ごみ有料化、リサイクル都市構想




猪瀬直樹（2012 年 12 月-2014 年２月、１期 ※１期目途中で辞任）
東京オリンピック招致、徳洲会問題










の過程を考察する（1943〔昭和 18〕年から 1950〔昭和 25〕年まで）。
東京都制は、1943（昭和 18）年７月に戦時行政の能率向上を目的に成立する。社会教育的
なものは、民生局と教育局で担われていたものの、実際には殆ど機能していなかった。

















































































































ったのに対し、2011（平成 23）年度には、教育委員会内にのみ設置が 27 道県、教育委員














































第 15 集）』東洋館出版社、1971 年、p.6
20社会教育法「大改正」について、詳しくは藤田秀雄「社会教育政策の転換」碓井正久編『戦








































































































1942（昭和 17）年 11月 24 日、東条英機内閣は「東京都制案要綱」を決定した。これに
基づき作成された「東京都都制案」は、「戦時行政特例法案」「戦時行政職権特例法案」等































1945（昭和 20）年８月 15 日、日本はポツダム宣言を受け入れ、無条件降伏し、終戦を
迎えた。東京に対する米軍の空襲は、終戦までに 122 回にも及び、特に 1945（昭和 20）年































ＧＨＱは、1945（昭和 20）年 10 月に入ると、治安維持法・国家保安法の廃止や政治犯
の釈放など次々と民主化政策を推進し、婦人解放、労働者の団結権、教育の自由などを謳
















（昭和 21）年９月 27 日に公布、10 月５日に施行された。
同年 10 月 10 日に、政府は第一次地方制度改正で積み残した課題を解消するため、地方
制度調査会を設置し、第二次地方制度改革案を準備しはじめた。地方制度調査会による２
回にわたる答申を経て、政府は 1947年（昭和 22）年３月 11 日に「地方自治法案要綱」を
閣議決定し、地方自治法案を帝国議会に提出した。その後、衆議院、貴族院の審議を経て、
４月 17 日地方自治法（法律第 66 号）が公布され、日本国憲法と同じ、５月３日に施行さ
れることとなった。
また、1947（昭和 22）年１月 12 日の内務省訓令第４号により、それまで区市町村の末
端組織に位置づけられていた町会（町内会、部落会）が廃止9された。
































を受ける形で、10 月５日教育局長通達「青年団体振興協議会の設置」を出し、10月 23 日
には、「東京都青年団体準備協議会」を都内５ヶ所で開催した11。
また、社会教育行政は民主主義の啓発にも力を注いだ。その背景には、1946（昭和 21）




















京都教育の概要』、昭和 22 年５月）というものであった13。また、「新憲法普及運動」が 1946





































































校支援会の解散）、1948（昭和 23）年 10 月のナトコ映写機の貸与とＣＩＥ映画上映通達22（発











神奈川）軍政部、ＣＩＥが主催者となり、文部省が協力（昭和 22 年度と 23 年度のみ）す
るという形で、1947（昭和 22）年６月に「東京都社会教育研究大会」24が開催されている25。
(10) 社会教育関係団体の再編成




体は区市町ごとに結成され、同年 12月にはすでに 167 団体を数え、翌年の２月には、団体
数 759、団員数 20 万人（男子９万人、女子 11万人）を組織するまでに至った。









































文部省は、1946（昭和 21）年 10 月、次官通達「青少年不良化防止について」を出し、
各地方長官宛に「青少年不良化防止要綱」を示した。翌年には、文部省に設置された青少
年救護委員会からも青少年不良化防止についての答申が出された。





1949（昭和 24）年 11 月に知事を会長とする「東京都青少年問題協議会」を設置し、青少
年不良化防止対策協議会を発展的に解消した。
(13) 児童生徒への校外生活指導














日のことである。復活した社会教育課は、1948（昭和 23）年 11 月１日の東京都教育庁の
設置までは、教育局として東京都の行政機構の一端を担っていた32。


































































































































会教育委員の設置および費用弁償に関する条例」を制定し、1951（昭和 26）年１月 16 日
に戸田貞三、宮原誠一をはじめ、15 名の社会教育委員を委嘱39した。
文部省は 1946（昭和 21）年５月 31 日付で「都道府県の社会教育委員並びに市町村社会
教育設置について」という社会教育局長通達を出していたが、東京都における社会教育委





























































11都立教育研究所『戦後東京都教育史 下巻 社会教育』、1967 年、p.4
12 東京都教育局『東京都教育概要』、1947 年５月９日、pp.104-105





後東京都教育史 下巻 社会教育編』、1967 年、p.5）。
14前掲 12、p.108
15社会教育指定学校は、1946（昭和 21）年度に開設された教室数延べ 600、延時間数
12,000 時間、聴講者数は全体で 28,000 人に上った（東京都立教育研究所『東京都教育史










19東京都『東京都政概要 昭和 21 年版』、1946 年、p.81
20前掲 12、p.111
21東京都『東京都政五十年史 通史』1994 年、p.65









































ている。（都立教育研究所編『戦後東京都教育史 上巻 教育行政編』、1964 年）












40 東京都『東京都政概要 昭和 24 年版』、1949年
47
第２章 東京都における戦後社会教育行政の整備


















同年 10 月に、社会教育行政における専門職員である社会教育主事として 13 名を発令1した













表２－１ 東京都社会教育主事数の変遷（昭和 27-34 年度）
昭和 27 昭和 28 昭和 29 昭和 30 昭和 31 昭和 32 昭和 33 昭和 34
13 名 10 名 12 名 10 名 ８名 ８名 ３名 ８名













都でも 1952(昭和 27)年 12 月に、東京都社会教育主事協会が発足し、理事長に斎藤峻（東
京都教育庁社会教育主事）が就任している。
1955（昭和 30）年度までに、区市町村を含む東京都から社会教育主事講習に参加した者







































































































































































































































































教育費にあてられる額が限られていたこの時代（昭和 23 年から 27 年わたる時期－引用者
注）は、社会教育費など、こうした事情（六三制発足、疎開復帰・転入等社会増、自然増
等による児童・生徒の激増、そしてそれに対処する教員の補充等－引用者注）のあおりを




がわかる。例えば、1951（昭和 26）年度の社会教育費は、19.45 円であり、全国平均の 47.67
円と比べてもその半分にも満たないことがわかる。その後、1957（昭和 32）年にようやく、











は婦人教育事業の拡大、1958（昭和 33）から 1959（昭和 34）年にかけては、テレビ対策
やＰＴＡの幹部研修等の拡大が、社会教育費の増加の背景にある。
表２－３ 社会教育予算の推移（1948〔昭和 23〕年度から 1959〔昭和 34〕年度）















1948（昭和24年度） 6,641,226 14,348 6,472 7,385 23
1948（昭和25年度） 8,095,159 18,430 7,481 8,086 24
1948（昭和26年度） 12,011,103 23,720 9,548 11,663 19
1948（昭和27年度） 15,433,545 42,764 14,421 17,192 35
1948（昭和28年度） 21,352,339 307,579 16,421 18,308 76
1948（昭和29年度） 23,053,643 216,197 17,014 19,900 63
1948（昭和30年度） 23,648,529 250,240 17,061 20,102 64
1948（昭和31年度） 26,307,004 401,295 18,111 20,131 90
1948（昭和32年度） 31,736,764 642,160 21,595 23,623 116
1948（昭和33年度） 35,084,220 933,849 22,742 30,665 112


























これらの提言等を受け、東京都教育庁は、1953（昭和 28）年度に区内の小中学校 100 校





























































1958（昭和 33）年度からである。東京都教育庁社会教育部が 1958（昭和 33）年 10 月の東



















































表２－４ 1953（昭和 28）年度 文部省指定研究青年学級運営状況
『戦後東京都教育史 下巻 社会教育編』、1967 年、pp.96-97 を元に作成
1953（昭和 28）年８月に青年学級振興法が施行されるや、区市町村は青年学級を積極的
に開設し、同年度には、155 学級、学級生 8,400 人を数えた。東京都教育委員会は、区市
町村教育委員会事務局担当者や、すでに開設されている青年学級の主事・講師等を対象と
した講習会や文部省の担当者を招いた説明会を積極的に開催した。その結果、1954（昭和


































































































































1949（昭和 24）年に社会教育法が施行され、同法第 48 条で学校の管理機関が文化講座、
専門講座、夏期講座、社会学級講座等社会教育のための講座の開設を学校に求めることが
できるという規定が盛り込まれた。これを受け、1949（昭和 24）年度から東京都における














































































（昭和 34）年度には、都委嘱が 37、文部省委嘱が９、区市町村開設が 57 の計 103 学級に
増加した。
(7) ＰＴＡ




















































23 会場、延べ 46 日間、地区を巡回し開催された。
ＰＴＡスクールの修了者たちから、東京都全域から集まった人たちで、もっと多方面か
らの問題をとりあげ、研究することができるような場を設けて欲しいという要望を受け、






























































（昭和 30）年から 1956（昭和 31）年にかけて、世田谷区、渋谷区、江戸川区等で起こっ
てきた。表２－５は、世田谷小学校ＰＴＡ連絡協議会が区内小学校 46 校の 1956（昭和 31）
年度の予算について内容を分析した結果53である。























学校施設費 教具行事費 学校運営費 教職員諸費
予備費
その他
児童数 4,592 2,926 6,538 12,138 12,758 7,406 5,560 5,542 57,460

































比谷図書館は、1945（昭和 20）年５月 25 日、26 日の空襲で全焼し、これにより 20 万冊以
上の蔵書が消失したという状況であった。
このため終戦後の第一の課題は、都立図書館の復旧であった。東京都教育委員会は、1946
（昭和 21）年度に「都立図書館の復興計画」をつくり、1946 年度中に 20 館の図書館を開
館させることを目指したが、財政事情により、1948（昭和 23）年度において、16 館の開館

























































































7都立教育研究所『戦後東京都教育史 上巻 教育行政編』、1964 年、pp.326-327 を参照。
8 1999（平成 11）年の地方分権一括法の施行に伴い、社会教育委員の選出基盤は変更された。
9 都立教育研究所『戦後東京都教育史 下巻 社会教育編』、1967 年、p.132
10東京都社会教育委員の会議助言「青少年教育の振興について」、1953 年 10 月
11 具体的には専門職員、生活指導主任、篤志指導者の委嘱などが提言されている。前掲 10 を
参照。
12東京都都立教育研究所『東京都教育史 通史編四』、1997 年、p.1151




15 東京都『東京都政概要 昭和 28 年版』、1953 年、p.214
16 文部省局課変遷表による。以下の URL を参照のこと。
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1318179.htm（最終閲覧日、2016









20 27 名の社会教育指導員のうち、23 名は各区の社会教育課を勤務地とし、３名は各郡（北多摩
75
、西多摩、南多摩）教育庁出張所を勤務地とした。残りの１名は、島しょ担当として、社会教育部に









































ツダム政令第 15 号」の失効（1952(昭和 27)年 10 月 24 日）によって、都内に町内会が復活してい
った。

























53東京都教育委員会『東京都の教育 昭和 32 年版』、1957 年


















1959 年４月から 1967 年３月までの２期８年）と、その後を引き継いだ革新都政である美





























た。具体的には 1955（昭和 30）年度には 55.4％であった高校進学率が、戦後第一次ベビ
ーブーム時に生まれた生徒が中学校を卒業する 1963（昭和 38）年度には、75.8％にまで上
昇していく。この高校進学率の増加は、大学進学の高まりにつながり、都内の高等学校か
ら大学への進学率は、1955（昭和 30）年度の 25.4％から、1965（昭和 40）年度には 35.3％
にまで上昇した。
昭和 30 年代後半には、少年非行・犯罪数は激増し、1963（昭和 38）年には少年犯罪の
検挙者が約３万 3000 人にのぼり、その行動も暴力団組織とのつながり、番長組織の形成な
ど組織化・集団化や少年非行の低年齢化を招いた。
































































































































計 780,158 37 36 73 225 63
千代田区 122,434 1 1 2 9 2
中央区 163,393 1 1 2 9 2
港区 258,649 1 2 3 10 2
新宿区 380,821 2 1 3 10 3
文京区 251,171 1 2 3 13 2
台東区 301,446 2 1 3 10 2
墨田区 311,817 2 1 3 8 3
江東区 321,572 2 1 3 8 3





















目黒区 281,122 1 2 3 10 2
大田区 675,586 2 3 5 11 4
世田谷区 611,942 2 3 5 10 4
渋谷区 264,032 1 2 3 8 2
中野区 325,808 2 1 3 12 2
杉並区 461,840 2 2 4 10 3
豊島区 330,556 2 1 3 10 3
北区 386,526 2 1 3 11 3
荒川区 271,553 1 2 3 不明 2
板橋区 382,331 2 1 3 11 3
練馬区 268,030 1 2 3 10 3
足立区 383,256 2 1 3 11 3
葛飾区 349,180 2 1 3 10 3











































いずれにしても社会教育主事任用基準の制定後は、1958（昭和 33）年度には 11 名であ
った社会教育主事・主事補の数（社会体育関係の社会教育主事を含む）が、1959（昭和 34）
















これに対し東京都は、1959（昭和 34）年 12 月 14 日付で文部省から都道府県教育委員会
教育長あてに出された参考資料「社会教育関係団体に対する助成について」をもとに東京






















































































この結果、1960（昭和 35）年度にはすべての区市町村で、60 期、383 科目の成人学校が
開設され、都設置の成人学校を含めて、２万 2400 人の参加者を得るなどの飛躍を遂げた。
都民の成人学校に対する関心が強くなるにつれ、開設科目に対する要求も多様化14して








あたりの補助額を２万 8000 円とした。この補助金は 19 区６市 11 町１村で活用された。
また、文部省からの委嘱婦人学級15も 1959（昭和 34）年度の９学級から 1960（昭和 35）











表３－１ 昭和 36 年度における婦人学級の学習課題
また、東京都は 1961（昭和 36）年度に、婦人学級の修了者たちが結成した自主グループ
































































第２章で述べたとおり、東京都における新生活運動は、1957（昭和 32）年３月 19 日、
東京都新生活運動協議会の結成により本格化した。
東京都は、1960（昭和 35）年度に新生活運動に関する新たな予算措置を行い、社会教育












































































































































































































東京都教育委員会は、1964（昭和 39）年９月 18 日、東京都社会教育委員の会議に「東
京都社会教育の振興に関する長期計画」の策定を諮問した。その後約１年、計 20 回にも及






















































































1965（昭和 40）年７月に行われた都議会選挙の結果は、社会党が 45 人当選して初めて





それに加えて、国政レベルでも 1966（昭和 41）年に「黒い霧」事件が起こり、翌 1967
（昭和 42）年１月 29 日に行われた衆議院議員選挙は「黒い霧選挙」と呼ばれた。その結


















































































































































1970（昭和 45）年４月、教育庁社会教育部は、1958（昭和 33）年 12 月１日以来の組織














































社会教育部制が敷かれた 1949（昭和 24）年２月 1 日以来設置されてきた視聴覚教育課が
廃止となり、成人教育課の視聴覚係となった。












































































































































































































































































































































































































区 市町村 計 区 市町村 計 区 市町村 計
公民館 2 32 34 2 57 59 2 74 76
社会教育会館 13 1 14 21 5 26 34 4 38
図書館 77 40 117 101 84 185 140 134 274
青少年施設 29 1 30 34 7 41 38 16 54
その他社会教育施設 11 28 39 30 60 90 38 108 146
合 計 132 102 234 188 213 401 252 336 588
































和 35）年前後から数的に減少している。1960（昭和 35）年には 230 学級であったのに対
し、1966（昭和 41）年度は 90 学級となっている。
120















由であったと考えられる。1966（昭和 41）年度における都内中学校卒業者 16 万 4574 名の
高校進学率は 88.1%であったが、他道府県からの中学卒業者の就職受入数 5 万 8102 名を含
めた高校在籍率でみると、74％になる。1964（昭和 39）年度の中学校卒業者のうち 28％に









































































































































































































































高度経済成長のおかげで美濃部都政のスタート時の 1968（昭和 43）年度から 1971（昭
和 46）年度までの都の財政規模は、毎年 1000 億円から 1700 億円拡大していた。しかし、
その状況は 1971（昭和 46）年８月の「ニクソンショック」により一変する。1971（昭和
46）年度の一般会計予算で 6792 億円の増収を見込んでいたのであるが、いざ決算の時期な























































































会教育 戦後日本の教育改革 10』東京大学出版会、1971 年、pp.186-215 を参照のこと。
5都立教育研究所『戦後東京都教育史 下巻 社会教育編、1967 年、pp.252-253
6社会教育主事の人選については、東京都教育委員会が予め社会教育主事講習に派遣し、










10東京都教育委員会『社会教育事業の概要 昭和 35 年版』、p.13
11東京都社会教育委員の会議報告「青少年教育の振興について」、1961 年 10 月






（都立教育研究所『戦後東京都教育史 下巻 社会教育編』1967 年、p.269）
15文部省でも、1960（昭和 35）年度から婦人学級の振興に力を注ぐ方針を打ち出した。委嘱婦人




17東京都教育庁社会教育部『昭和 36 年度 東京都社会教育事業概要」、1961 年、pp.12-13














26東京都教育庁社会教育部青少年課『青少年教育事業の概要（昭和 35 年版）』、1960 年、
p.13
27東京都教育委員会『社会教育事業概要（昭和 36 年版）』、1961 年、p.４
28東京都教育委員会『東京都における社会教育施設のあり方（其の一）』、1962 年、pp.6-7
29東京都教育庁社会教育部『昭和 40 年度 社会教育事業の概要』、1965 年、p.５
30東京都教育委員会『東京都の教育（昭和 38 年版）』、1963 年、p.249
31前掲５、p.288
32前掲 29、p.3











41東京都教育庁社会教育部「東京の社会教育」、1968（昭和 43）年６月 15 日号、p.１
























58東京都教育庁社会教育部『昭和 42 年度 東京都社会教育事業概要』、1967 年、p.12
















68東京都教育庁社会教育部『昭和 47 年度 東京都社会教育事業概要』、1972 年、p.２
69 東京都教育庁社会教育部『昭和 46 年度 東京都社会教育事業概要』、1971 年、pp.1-2
70日比野登編『東京都知事』日本経済評論社、1991 年、p.98















































































































































1982（昭和 57）年 12 月、稲葉秀三を会長とする「長期計画懇談会」の報告を受け、東
京都企画報道室から「東京都長期計画 マイタウン東京－21 世紀を目指して－」が発表さ
れる。その中で生涯教育の推進の考え方は、「生涯教育とスポーツ」という位置づけで、「第
















































推進すべき社会教育事業のあり方』は、鈴木都政発足後 1 年強にあたる 1980（昭和 55 年）
７月に出された。同助言では「はじめに」において、以下のようにそのスタンスを述べて
いる8。










第 14 期東京都社会教育委員は、鈴木都政誕生前の 1978〔昭和 53〕年８月 26 日に委嘱



































































































その後、1986（昭和 61）年の 11 月、鈴木都政２期目の最終年に「第二次東京都長期計
画 マイタウン東京－21 世紀への新たな展開」が策定される。
長期計画といえば、基本的には 10 年スパンの計画を指すのであるが、「東京都長期計画」
































































計画では生涯学習社会の実現へ向け、今後 10 ヶ年（昭和 61-70 年度）の長期目標、施
策の方向、そして 239 の推進事業を決定した。その後、1987（昭和 62）年６月に区市町村
の教育長会及び社会教育主管課長会において、この計画の報告と今後の連携、協力を依頼
するなど、具体的な区市町村との連携に動き出す。
























和 53〕年度に 1,011 億円の赤字）の再建という大きな課題を背負って船出した20。同年度














－1986 年度にかけての第二次行政改革、そして 1987－1990 年度にかけての第三次行政改




























































出された第 15 期東京都社会教育委員の会議の助言（1982〔昭和 57〕年）のテーマは「と
もに生きるための生涯学習を目指して」であり、その２年後にあたる 1984（昭和 59〕年に
出された第 16 期の助言のテーマは「生涯学習情報システムの確立」であった。ところが




































和 62)年 10 月に設置された都民大学構想検討懇談会（座長は磯村英一東京都立大学名誉教
授）は、都民大学の意義、内容および運営に関する知事からの諮問を受け、翌年 10 月に報
高校名 所在地 講 座 内 容




田柄高校 練馬区 教養講座 現代社会の基本問題を考える
竹台高校 荒川区 万葉講座 万葉集を時代順に読みその心を探る
日野台高校 日野市 文学講座 戦後文学の流れ
第二商業高校 八王子市 都立二商公開講座 豊かな生活のための商業に関する諸問
題－コンピューター学習を中心にして
－
南多摩高校 八王子市 文化講座 市民とともに現在の教育を考える
砂川高校 立川市 教養講座 顕微鏡下の生物
東村山高校 東村山市 都立東村山高校公開講座 教養・体育・芸術文化
久留米西高校 久留米市 バレーボール講座 バレーボールの講義と実技








































27 市６町村３村の 269 施設に対し、約 61 億 2500 万円の補助を行った。
(9) 文化施設等の整備
鈴木都政は、東京都レベルの文化施設建設にも力を注いだ。その第一が東京芸術劇場の














































































研修・講座名 区部 市町村部 計 備 考
コミュニティリーダー研修講座 ２ ５ ７
青少年健全育成指導者研修・講座 １８ １９ ３７ 地区委員研修、
子供会指導者
スポーツ・体育指導者研修・講座 １５ １４ ２９ 各種審判員育成講座
プール指導者研修
ジュニアリーダー研修講座 １９ １７ ３６ 中学生リーダー




婦人団体リーダー研修・講座 １１ ７ １８
地域防災リーダー研修・講座 １８ ９ ２７
レクリエーションリーダー研修・講座 ６ ４ １０ キャンプリーダー
社会教育リーダー研修・講座 ８ ４ １２ PTA リーダー
グループリーダー研修・講座 ５ ５




まちづくり講座・シンポジウム ８ ３ １１
２．鈴木都政下での社会教育観－『新しい都市経営の方向』に見る－
なぜ鈴木都政下において社会教育が軽視されるに至ったのかを考える上で、重要な文献




























































































































7東京都企画報道室『東京都長期計画 マイタウン東京－21 世紀を目指して－』、1982 年
8 東京都社会教育委員の会議（第 14 期）の助言『東京都における婦人・青少年の問題と、
推進すべき社会教育事業のあり方』、1980 年７月
9東京都生涯教育推進懇談会『東京における生涯教育の推進について－学習社会の形成を
めざして－』、1984 年 10 月、p.23














16 東京都企画報道室『第二次東京都長期計画 マイタウン東京－21 世紀への新たな展開』






201979（昭和 54）年４月の鈴木都知事就任時、東京都の経常収支比率は 106.1 であった。
（一般に「健全な財政状況」を示す経常収支比率は、80 前後とされる。）

































所、2016 年、pp.66-104 のうち、pp.68-74 をもとにして加筆訂正したものである。
161
第５章 行政改革・財政健全化施策下における生涯学習振興行政の再検討
本章では、青島幸男都政期（1995 年４月から 1999 年３月まで）および石原慎太郎都政





































































































































































































































































































































































































































































































4『週刊とちょう』第 1284 号、1996 年８月１日
5詳しくは東京都教育庁生涯学習部「東京における『婦人教育』のあゆみから－女性問題
学習をすすめるために－」1992 年３月を参照。






9東京都政策報道室「危機突破戦略プラン－21 世紀への第一ステップ－」1999 年 11 月
10佐々木信夫『都知事 権力と都政』中公新書、2011 年、p.51
11東京都教育庁予算担当課長メモ「生涯学習事業のあり方について」、2001 年３月 25 日
12第１期東京都生涯学習審議会答申「これからの社会を展望した東京における生涯学習の
総合的な振興方策について」、1994（平成６）年 1994）年６月 29 日
13横山洋吉は、東京都財務局長、総務局長を経て、2000（平成 12）年７月に東京都教育
長に就任、2005（平成 17）年６月まで教育長を務めた。その後、副知事に就任（任期：2005
〔平成 17〕年６月から 2007〔平成 19〕年５月まで）。
14東京都教育委員会から第４期東京都生涯学習審議会への諮問文（平成 13 年２月７日付、
12 教生振第 509 号）
15 2001（平成 13）年４月 20 日に行われた生涯学習部による横山教育長レクでの発言。








ディングス代表取締役社長を経て、2012（平成 24）年７月から 2015（平成 27）年３月まで東京
都教育長を務めた。
18 2001（平成 13）年７月 30 日の教育長レクの場で了承された。
















































































































































































































































































































































年 度 会 場 内 容 参加者数 参加団体
2007(第１回) 中野サンプラザ 講演会、情報交流 55 名
2008(第２回) 中野サンプラザ 講演会、情報交流 72 名




施自治体は、事業開始時の 2008（平成 20）年度が 18 区市 269 校であったのに対し、2017






















2010(第４回) 教職員研修センター 交流、ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 400 名 34 団体
2011(第５回) 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 425 名 39 団体
2012(第６回) 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 414 名 43 団体
2013(第７回) 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 477 名 50 団体
2014(第８回) 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 479 名 47 団体
2015（第９回） 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 491 名 50 団体
2016（第 10 回） 都庁大会議場 企業等との交流、分科会 497 名 50 団体

















































































この報告を受け、文部科学省は 2001（平成 13）年１月、「21 世紀教育新生プラン」16を




社会教育法の改正を 2001（平成 13）年７月 11 日に施行することを示すとともに、「４．問
題を起こす子どもへの教育をあいまいにしない」を受け、出席停止制度についての要件の
明確化や出席停止中の児童生徒への支援措置の規定を盛り込むため、学校教育法を改正し、


































































氏 名 所 属 備 考
相 川 良 子
生 重 幸 恵














大 橋 謙 策
香 月 よう子
坂 井 康 宣
佐々木 一彦
真 如 昌 美
祐 成 善 次
武 田 信 子
田 中 雅 文
中 野 英 則
西 宮 嗣
葉 養 正 明
平 岩 千代子
廣 瀬 哲 夫
深 澤 孝 二
水 谷 幸 宏
森 下 久美子
























部会長 西 宮 嗣
坂 井 康 宣


























































































































































































































































2006（平成 18）年 12 月には、教育基本法が改正され、「学校、家庭及び地域住民等の相
互の連携協力」が第 13 条として新設された。この法改正の趣旨を反映させるために 2008
（平成 20）年６月に社会教育法が一部改正され、国及び地方公共団体の任務（社会教育法












































































































































（平成 21）年度の３年間で、都立高校の全課程の約７割にあたる 180 課程にＮＰＯやボラ
ンティアセンターの支援が入ることとなり、都立高校を支援するＮＰＯ等も 32 団体に及ん
だ43。





































































































































































































































































































































































































































































































35東京都教育庁地域教育支援部「平成 27 年度 区市町村生涯学習・社会教育データブック」
36同前
37 2004（平成 16）年 11 月 11 日付の朝日新聞は、「都立高『奉仕』必修へ『ボランティアと同じ』07
年度から」という見出しで、読売新聞は、「『奉仕活動』必修科目に 都立高 2007 年度、全 200 校
で」という見出しで、いずれも朝刊の一面で報道した。
























49 2014（平成 26）年 11 月 28 日の東京都議会平成 26 年第四定例会における舛添要一都知事
（当時）の所信表明















の取組を通じて」日本青年館編『社会教育』、2017 年 10 月号（856 号）、pp.48-51
59 都立Ａ高等学校通信制課程、平成 28 年度都立学校・学校経営支援シートの表記による。
60鈴木晶子、松田ユリ子、石井正宏「高校生の潜在的ニーズを顕在化させる学校図書館で
の交流相談－普通科課題集中校における実践的フィールドワーク－」東京大学大学院教育






























































表 終－１ 東京都社会教育行政史 時期区分－章構成との対応










































































































第２章では、1951（昭和 26）年から 1959（昭和 34）年の社会教育法一部改正（いわゆ
る社会教育法「大改正」）までの時期を「社会教育行政の整備期」として位置づけた。1949
（昭和 24）年に社会教育法が施行され、東京都の社会教育行政機構も整備されていく。実
















































































































































































































































































区 分 社会教育行政の主要施策 主要アクター 副次的アクター










































































































































































































































































































































































社会教育係 青年教育係 体育係 学校衛生係
社会教育係 芸能文化係 体育係 学校衛生係
社会教育係 芸能文化係 体育係 学校衛生係
社会教育課 ○文化課 ○視覚教育課
1950 昭和25
社会教育課 文化課 視覚教育課 ○体育課
1952 昭和27
社会教育課 ○青少年教育課 文化課 視覚教育課 体育課
1954 昭和29
社会教育課 青少年教育課 文化課 視覚教育課 体育課
社会教育課 青少年教育課 文化課 視覚教育課 体育課
○体育部
社会教育課 青少年教育課 文化課 視覚教育課
体育部
社会教育課 青少年教育課 文化課 視覚教育課
計画課 成人教育課 青少年教育課 文化課
























































































































































































































1954(昭和 29)年 ２月 第２期 東京都社会教育委員の会議助言
（区市町村に社会教育委員の設置勧奨について）


















































































































1961（昭和 36）年 ４月 東京文化会館開館
東京都「社会教育関係団体に対する補助金の交付基準」




















































1968（昭和 43）年 ４月 東京都立川社会教育会館設置








































































1975（昭和 50）年 11 月 社会教育主事室「社会教育における心身障害教育に
関する資料」
〈国際婦人年〉


















1978（昭和 53）年 ５月 東京都婦人問題会議答申「東京都行動計画策定にあた
っての基本的な考え方と施策の方向について」
11 月 東京都「婦人問題解決のための東京都行動計画」













































































1987（昭和 62）年 ４月 多摩教育センター内に都立多摩社会教育会館開設
６月 「東京都生涯教育推進計画－東京における学習社会の
実現をめざして－」













































































































































































































































































































































































2010（平成 22）年 １月 「『10 年後の東京』への実行プログラム 2010」 子ども・若者ビジョ
ン（７月）
2011（平成 23）年 ９月 「2020年の東京」
「都立高校白書―都立高校と生徒の未来を考えるため
に－」（平成 23年度版）












































































































































































































































































【資料５】東 京 都 社 会 教 育 行 政 基 本 資 料 集 一 覧
№ 発行年度 特 集 ・ テ ー マ 主 な 掲 載 内 容







4 1974 昭和49 都民の意向調査（青少年、婦人、心身障害者等）







8 1983 昭和58 生涯教育の推進のために
マイタウン東京構想、都民の生涯学習の要望、都
民意識等について
9 1984 昭和59 東京における学習社会をめざして
生涯教育の社会的背景と考え方、中教審答申を
中心に
10 1985 昭和60 東京における学習社会をめざして
東京都生涯教育推進本部でのコミュニティカレッ
ジ構想を中心に
11 1987 昭和62 生涯教育の推進のために
東京都生涯教育推進本部での推進計画と生涯学
習情報システム
12 1988 昭和63 生涯教育の推進のために
生涯教育情報センター、都民大学構想に関する
答申等を中心に
13 1989 平成元 生涯教育の推進のために
都内及び他県の生涯学習関連施策・事業等の紹
介を中心に
14 1990 平成２ 生涯学習の振興のための法律を中心に
生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に
関する法律について
15 1991 平成３ 学校週５日制に向けて
学校５日制に関する提言、調査研究協力校の報
告、世論調査等
16 1992 平成４ ボランティア活動をめぐる動向について
国及び都におけるボランティア活動に関する文献、企業
の社会貢献活動等
17 1993 平成５ 地域に開かれた学校について
国及び都の開かれた学校に関する文献、特色あ
る事例の紹介
18 1994 平成６ 生涯学習の振興のために
最近の生涯学習の動向、都民の意識調査、区市町村の
推進体制等
19 1995 平成７ 生涯学習の振興のためにⅡ
区市町村の普及・啓発事業、民間・首長部局・学
校との連携等
20 1996 平成８ 地域に開かれた学校についてⅡ
国及び都の開かれた学校に関する答申、特色あ
る事例の紹介等
21 1997 平成９ 青少年をめぐる動向について
国及び都の青少年に関する答申、青少年対象の
特色ある事例等
22 1998 平成10 地方分権と教育改革の動き
国及び都の地方分権関連資料、教育改革プログ
ラム関連資料等




24 2000 平成12 家庭・学校・地域
国及び都の「家庭・学校・地域」をキーワードとする
答申、資料等
25 2001 平成13 家庭・学校・地域Ⅱ
国及び都の「家庭・学校・地域」をキーワードとする
答申、資料等
26 2002 平成14 家庭・学校・地域Ⅲ
国及び都の「家庭・学校・地域」をキーワードとする
答申、資料等
27 2003 平成15 家庭・学校・地域Ⅳ
国及び都の「家庭・学校・地域」をキーワードとする
答申、資料等


















32 2008 平成20 地域教育の振興をめぐる動向について
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
33 2009 平成21 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
34 2010 平成22 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
35 2011 平成23 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
36 2012 平成24 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
37 2013 平成25 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
38 2014 平成26 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等
39 2015 平成27 地域教育の振興のために
国及び都の学校、家庭、地域の連携に関する答
申・報告・資料等

















6 １９５９（昭3４).３ 教育テレビを語る 番組の内容をみて
7 １９５９（昭3４).４ 昭和34年度社会教育予算と事業のあらまし
8 １９５９（昭3４).５ われわれの時代の最も重要な出来事の一つ ユネスコ運動とは？
9 １９５９（昭3４).６ 紙芝居をみなおそう テレビや映画にはない特性とは
10 １９５９（昭3４).７ 映画審査よもやばなし
11 １９５９（昭3４).８ うれしいたのしい夏休み 子供会だよりあれこれ




4 １９６０（昭3５).３ 特集 視聴覚教育
5 １９６０（昭3５).３ ここにグループ活動あり 東京都「青年の家」の楽しく力強いあゆみ
6 １９６０（昭3５).４ 昭和35年度社会教育予算と事業のあらまし
7 １９６０（昭3５).５ マス・コミに関する諸問題
8 １９６０（昭3５).６ わたくしたちのよみもの おかあさんのための子どもの読書案内
9 １９６０（昭3５).７ 座談会 社会教育の指導者について
10 １９６０（昭3５).８ 夏休みと子ども会 －その育成を中心として－
11 １９６０（昭3５).９ ＰＴＡ経費の軽減 －10億の財政措置について－
12 １９６０（昭3５).１０ 数字が語る都の婦人学級のすがた
13 １９６０（昭3５).１１ 各区市町村ＰＴＡ幹部研修会 －地道であるが充実しつつ－
1 １９６１（昭３６).１ 楽しい家庭・明るい社会・美しい国土
2 １９６１（昭３６).１ 青少年委員制度の歩み
3 １９６１（昭３６).１ 東京都社会教育研究会議開く ブロック別にその地域に即したテーマで
4 １９６１（昭３６).２ 東京都社会教育研究大会第十四大開催さる
5 １９６１（昭３６).２ たのしい青少年のグループ活動 青年の家はどう利用されたか
6 １９６１（昭３６).２ 青年の理想となやみ－成人代表へのアンケートを読んで－
7 １９６１（昭３６).３ 特集 社会教育指導員の手記
8
9 １９６１（昭３６).４ 昭和36年度社会教育予算と事業のあらまし
10 １９６１（昭３６).６ 特集 視聴覚ライブラリー
11 １９６１（昭３６).６ 成人教育関係事業特集－ＰＴＡ・婦人学級・成人学校－
12 １９６１（昭３６).７ 夏休みと子ども会 －その育成を中心として－
13 １９６１（昭３６).８ 特集 子どもとマンガのもんだい －マンガのみせ方・与え方－











20 １９６２（昭３７).２ 第15回東京都社会教育研究大会 東京の社会教育に何をのぞむか
21 １９６２（昭３７).３ 素描 公民館というもの…公民館は…町の茶の間
1 １９６２（昭３７).４ 昭和37年度社会教育予算と事業のあらまし
2 １９６２（昭３７).５ ＰＴＡ活動の問題点をさぐる 委員会活動・広報活動・グループ学習
3 １９６２（昭３７).６ 家庭教育のあり方と問題点
4 １９６２（昭３７).７ 夏休みの生活とその問題 家庭生活・子ども会・働く青年
5 １９６２（昭３７).８ 広報紙の編集研究
6 １９６２（昭３７).９ 新しく指定された東京都文化財
7 １９６２（昭３７).１０ 学習活動のよりどころを明らかにしよう 婦人の学習で考えておきたい問題
8 １９６２（昭３７).１１ 国際理解教育の手引き（ＵＮＥＳＣＯ）
9
10 １９６３（昭３８).１ 東京都の新生活運動を推進 しめそう、都民の心意気
11 １９６３（昭３８).２ 第16回東京都社会教育研究大会 自主的な社会教育活動の振興
12 １９６３（昭３８).３ スライドはこのように活用されている 現状と将来のありかたの上に
13 １９６３（昭３８).３ 地域の発展に即応する社会教育 38社会教育関係事業予算
1 １９６３（昭３８).４ とうきょうの文化財 海のうつりかわり
2
3 １９６３（昭３８).７ 夏休みの生活指導 家庭・地域・学校で子たちをどのように育てるか
4 １９６３（昭３８).８ みんなで考えよう・夏休みの生活（その２）
5 １９６３（昭３８).９ 社会教育調査特集 実態を把握して適確な見通しを
6 １９６３（昭３８).１０ テレビ教育展望
7 １９６３（昭３８).１１ とうきょうの文化財 荏原地域文化財総合調査から
8 １９６３（昭３８).１２ ＰＴＡ活動の方向 指導者講習会・幹部講習会
9 １９６４（昭３９).１ 社会教育における映画利用はどのように行なわれているか
10 １９６４（昭３９).２ 新生活運動・学校モデル園
11 １９６４（昭３９).３ 婦人教育の方向 婦人教育研究会の記録から
12 １９６４（昭３９).３ 青少年員はどんな働きをしているか その活動の実際











2 １９６５（昭４０).１２ 東京都社会教育長期計画 東京都社会教育委員会議





























3 １９６８（昭４３).１０ 座談会 三多摩の社会教育を語る
4 １９６９（昭４４).１ 特集「住民の声」-二十三区の社会教育を考えるために－
5 １９６９（昭４４).３ 座談会 ２３区の社会教育を考える
1 １９６９（昭４４).８ 特集 社会教育施設－その１－
2 １９６９（昭４４).１０ 特集 社会教育主事にのぞむ
3 １９７０（昭４５).１ 特集 社会教育行政の体系化
1 １９７０（昭４５).７ 昭和45年度 東京都社会教育事業のあらまし
2 １９７０（昭４５).９ 社会教育・成人教育・生涯教育
3 １９７０（昭４５).１１ スタートする東京の図書館づくり
4 １９７１（昭４６).３ スタートした東京の図書館づくり 18-3増補版
5 １９７１（昭４６).３ 公害と社会教育




8 １９７２（昭４７).３ 特集 婦人と社会活動（座談会）－ひとりの市民として－
1 １９７２（昭４７).８ 特集 市民運動〈情報資料〉ガイド
2 １９７２（昭４７).１１ 特集 主体的市民の形成へ 都民が創造する市民教育
3 １９７３（昭４８).３ 特集 社会教育における市民参加を考える（シンポジウム）
1 １９７３（昭４８).８ 特集 主体的市民の形成と新しい文化の創造へ 市民教育のあり方について
2 １９７３（昭４８).１０ 特集 広場をつくろう－市民集会学習施設ガイド－
3 １９７４（昭４９).１ 特集 市民運動情報資料
4 １９７４（昭４９).３ 特集 市民の文化財を守る－文化財保護の課題と問題点－
1 １９７４（昭４９).５ 特集 社会教育委員を考える －新しい東京都社会教育委員を迎えて
2 １９７４（昭４９).７ 特集 市民集会施設をささえる 職員の役割－問題提起
3 １９７４（昭４９).１２ 特集 「市民講座」を考える 市民講座研究記録から
4 １９７５（昭５０).３ 特集 障害者の社会教育を考える
5 １９７５（昭５０).３ 特集 市民活動情報資料 社会教育—市民の権利
1 １９７５（昭５０).１０ 特集 婦人の解放をめざして 婦人の働く権利を考える
2 １９７５（昭５０).１１ 特集 社会教育の新しい動き 施設の利用をめぐって
3 １９７５（昭５０).１２ 特集 市民の文化運動 手づくり文化を考える
4 １９７６（昭５１).３ 特集 社会教育行政体系化にあたっての課題 都社教委会議の助言
1 １９７６（昭５１).９ 特集 市民の集会・学習施設をめざす 施設づくりへの住民参加
2 １９７６（昭５１).11 特集 心身障害者の社会教育を考える
3 １９７7（昭５2).１ 特集 子どもにすぐれた文化的環境をどうつくり出していくか
4 １９７７（昭５２).３ 特集 青少年の社会教育を考える












1 １９７７（昭５２).１０ 特集 図書館を考える
2 １９７７（昭５２).１２ 特集 埋蔵文化財の保護と課題 東京都埋蔵文化財白書から
3 １９７７（昭５２).１２ 特集 地域における子どもと親の学習活動
4 １９７８（昭５３).２ 学校教育と社会教育をむすぶ 学校開放
5 １９７８（昭５３).３ 高齢者の社会教育
1 １９７８（昭５３).５ 特集 子どもの成長とおとな（地域）の役割
2 １９７８（昭５３).８ 特集 当面の社会教育施設の整備について
特集 東京都行動計画にあたっての基本的な考え方の施策の方向
東京都婦人問題協議会答申
4 １９７９（昭５４).１ 特徴 参加し、創造する文化活動
5 １９７９（昭５４).３ 障害児の社会教育
1 １９７９（昭５４).６ 特集 あらためてＰＴＡと子どもの教育を考える
2 １９７９（昭５４).１１ 特集 子どもと社会教育 子どもとおとなの今日と明日のために
3 １９８０（昭５５).２ 特集 文化財－江戸から東京へ－
4,5 １９８０（昭５５).３ 特集 地域社会と学校 学校開放を中心に
1 １９８０（昭５５).８ 特集 若者たちはいま
2 １９８０（昭５５).９ 特集 東京都社会教育委員の会議「助言」
3 １９８１（昭５６).１ 特集 コミュニティと社会教育
4 １９８１（昭５６).３ 特集 児童・生徒の健全育成のために 父母と教師へ
1 １９８１（昭５６).８ 障害者問題と社会教育
2 １９８１（昭５６).９ 家庭教育を考える
3 １９８２（昭５７).２ 文化行政 こころの豊かさを求めて
4 １９８２（昭５７).３ 婦人の学習は いま
1 １９８２（昭５７).７ 対談 東京都の生涯教育を語る
特集 ともに生きるための生涯学習をめざして
東京都における生涯教育の発展と社会教育の新たな展開
3 １９８３（昭５８).１ 特集 子どもの世界
4 １９８３（昭５８).３ 特集 ともに生きる 高齢者の学習
1 １９８３（昭５８).７ 特集 中学生高校生
2 １９８３（昭５８).１２ 特集 「人権」を考える
3 １９８４（昭５９).２ 特集 大都市江戸の遺跡
4 １９８４（昭５９).３ 特集 ひ・ろ・が・る 都立高校公開講座
1 １９８４（昭５９).９ 特集 国際化と社会教育
2 １９８４（昭５９).１０ 特集 生涯学習情報システムの確立について
3 １９８４（昭５９).１２ 特集 資料で語る東京都生涯教育推進懇談会の提言
4 １９８５（昭６０).３ 特集 図書館と情報 いま そして 将来
1 １９８５（昭６０).９ 特集 地域のなかの青年たち 国際青年年と社会教育
2 １９８５（昭６０).１１ 特集 女性の学習はいま…そしてこれから
3 １９８６（昭６１).１ 特集 博物館 市民の学び舎として…
4 １９８６（昭６１).３ 特集 学校をひらく 成人の学習活動と学校
1 １９８６（昭６１).１０ 特集 地域の活性化と社会教育
2 １９８６（昭６１).１２ 特集 東京都における生涯教育推進のための学校教育
3,４ １９８７（昭６２).３ 特集〈シンポジウム・フォーラム〉「生涯学習体系と東京の社会教育」
1 １９８７（昭６２).７ 特集 「東京都生涯教育推進計画」
3 １９８８（昭６３).１ 特集 東京都生涯学習情報システム基本計画


















1 １９８８（昭６３).１０ 特集 若者たちに出会いと社会参加の場を
2 １９８９（昭６４).１ 特集 子どもたちの心とからだの健康つくり施策の推進
3 １９８９（平元).２ 芸術・文化施設
4 １９８９（平元).３ 座談会 これからの社会教育を展望する 東京の社会教育に期待するもの
1,2 １９８９（平元).１０ 大学開放と新美術館の建設
3 １９９０（平２).１ 友情と希望の灯を高く 十周年を迎えた「東京都青少年洋上セミナー」
4 １９９０（平２).３ 座談会 文化財・史跡の保存と活用のあり方を探る








【資料７】「三 多 摩 の 社 会 教 育」バ ッ ク ナ ン バ ー 一 覧
№ 発行日 タ イ ト ル
1 1968（昭43）年７月15日 東京都立立川社会教育会館・立川図書館 かんぽう
2 1968（昭43）年9月15日 東京都立立川社会教育会館・立川図書館 かんぽう
3 1968（昭43）年１１月1５日 東京都立立川社会教育会館・立川図書館 かんぽう













17 1971（昭46）年6月10日 『三多摩の社会教育』に改称 文部省社会教育審議会答申 日刊各紙の論調
18 1971（昭46）年7月30日 座談会 母と子にも学習権を
19 1971（昭46）年9月20日 三多摩の祭り・お祭り
20 1972（昭47）年1月20日 小学校ＰＴＡ研修会記録 中教審の答申にはどんなことが書いてあるか
21 1972（昭47）年3月31日 三多摩の市民運動（活動）その現状 市民運動とは






特 1973（昭48）年8月15日 昭和48年度 三多摩地区社会教育職員名一覧
28 1973（昭48）年10月30日 昭和48年度 三多摩地区社会教育事業一覧
29 1974（昭49）年3月31日 青少年期の教育をどうとらえなおすか
30 1974（昭49）年9月15日 特集 週休二日制と社会教育
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31 1974（昭49）年12月1日 特集 三多摩の社会教育施設づくり
32 1975（昭50）年2月1日 特集 三多摩市民の地域文化芸術活動







41 1977（昭52）年3月31日 特集 市民がつくる映像文化
42 1978（昭53）年2月15日 図書館・公民館の連携を考える
43 1978（昭53）年3月10日 特集 高齢者と学習
44 1978（昭53）年7月31日 市民が使う学習・集会施設づくりを考える
45 1979（昭54）年1月15日 続・三多摩のまつり―各地の祭りの活動をみる－
46 1979（昭54）年2月15日 特集 三多摩の子ども組織
47 1979（昭54）年3月3日 社会教育と婦人問題
48 1979（昭54）年3月31日 公民館運営審議会のありかた役割を考える
49 1979（昭54）年12月1日 特集 青少年委員制度
50 1980（昭55）年3月20日 ＰＴＡのあり方を考える
51 1980（昭55）年3月31日 特集 三多摩の青年教育
52 1980（昭55）年7月31日 座談会 70年代の三多摩の社会教育を公民館の視点からふりかえり、80年代を展望する
53 1980（昭55）年12月26日 社会教育活動と障害者問題
54 1981（昭56）年3月31日 社会教育委員制度のあり方と社会教育委員の役割を考える








63 1985（昭60）年1月31日 特集 いま生涯教育を考える（その１）









72 1989（平元）年3月31日 特集 昭和63年度調査研究事業「北多摩郡各地における婦人活動の状況」
73,74 1990（平２）年3月3１日 今あらためて市民の学習を考える－主体形成と公民館－
75,76 199１（平３）年3月31日 市町村職員セミナーを考える－セミナー報告書総目次－
77 199１（平３）年5月30日 シンポジウム 生涯学習振興法を考える
78 199１（平３）年８月15日 「障害者青年学級」をとおして社会教育保障のあり方を考える
79 1992（平４）年3月31日 文学を共同で読む－その意味と可能性を考える－

























国 の 動 き 都 の 動 き 備考
1948（昭23）年 教育委員会法制定
・事務局職員として社会教育主事を置く
・職務は「上司の命を受け、社会教育に関
する視察指導その他の事務を司る」
1949（昭24）年 社会教育法制定
・社会教育主事の規定は盛り込まれず
1951（昭26）年 社会教育法改正
・社会教育主事の都道府県必置
・社会教育主事の職務の明確化、
任用資格、主事講習規程の明示
1952（昭27）年 教育公務員特例法
・社会教育主事を専門的教育職員として
位置付ける
東京都教育委員会に社会教育主事 13
名発令
（社会教育課５名、文化課２名、視聴覚教
育課１名、体育課５名）
1957（昭32）年 社会教育指導員の設置（27名）
1958（昭33）年 社会教育主事補２名（青少年教育課）配
置
1959（昭34）年 社会教育法改正
・社会教育主事の市町村必置
八王子青年の家開所に伴い、
社会教育主事１名、社会教育主事補２名
配置
1960（昭35）年 特別区に社会教育主事を各1名配置
（北区、江戸川区を除く）
1961（昭36）年 特別区に社会教育主事補各１名配置
1962（昭37）年 青梅青年の家に社会教育主事（補）４名配置
1963（昭38）年 八王子青年の家町田分館に社会教育主事１名
配置
1964（昭39）年 地方自治法改正 地方自治法改正に伴い、社会教育指導員を
区市町村に移管
1965（昭40）年 三多摩出張所に社会教育主事を各１名配置
狭山青年の家に社会教育主事（補）４名配置
1967（昭42）年 五日市青年の家に社会教育主事（補）４名配置
1968（昭43）年 立川社会教育会館に社会教育主事（補）４名
配置
1969（昭44）年 武蔵野青年の家に社会教育主事（補）４名
配置
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東京都社会教育委員の会議答申
「社会教育指導体制の確立について－社会教
育主事のあり方を中心として－」
1971（昭46）年 水元青年の家に社会教育主事（補）４名配置
1972（昭47）年 社会教育主事制度検討ＰＴ報告
社会教育部に社会教育主事室設置、社会教育
主事室長（課長級）の発令
都立教育研究所に社会教育主事１名配置
1973（昭48）年 府中青年の家に社会教育主事（補）を５名配置 町田青年
の家、町
田市に移
管
1974（昭49）年 社会教育主事の給与費補助
（派遣社会教育主事制度の導入）
教育人材確保法発行
1976（昭51）年 学卒社会教育主事補の採用開始（２名）
1977（昭52）年 学卒社会教育主事補の採用開始（２名）
（青年の家の宿直制の廃止に伴う措置）
青年の家
宿直制の
廃止
1982（昭57）年 社会教育法改正
・都道府県及び市教育委員会で必置
とされていた社会教育主事補が町村
同様、任意設置となる
社会教育主事を係長級職員に規定
（教育委員会処務規則）
1984（昭59）年 社会教育主事室の廃止
1985（昭60）年 主任社会教育主事の発令 東京都教
育文化財
団設立
1986（昭61）年 社会教育審議会成人教育分科会報告
「社会教育主事の養成について」
青年の家
７所、財団
へ管理運
営を委託
1988（昭63）年 教育庁人事行政刷新検討委員会最終報告
（社会教育主事の任用及び配置について）
1990（平2）年 生涯学習の振興のための施策の推進 社会教育部を生涯学習部に改組
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体制の整備に関する法律施行
生涯学習審議会設置
計画課 → 振興計画課
振興課 → 社会教育課
1992（平4）年 水元・府中青年の家の社会教育主事（補）の
定数１名減
1993（平4）年 多摩教育事務所西多摩支所の社会教育主事補
１名減
1996（平8）年 生涯学習審議会社会教育分科審議会
報告「社会教育主事、学芸員及び
司書の養成・研修等の改善方策に
ついて」
1997（平9）年 東京都社会教育委員の会議（第22期）助言
「生涯学習社会における社会教育主事のあり方
について」
1998（平10）年 派遣社会教育主事制度 一般財源に
組み入れ（地方交付税措置）
2002（平14）年
2006（平16）年
青年の家等廃止等に伴い、社会教育職の大
幅過員が生じた。そのため、社会教育職の特例
転職を実施。（教員又は一般行政職への転職）
平成13年度 定数43
平成14年度 定数30
平成15年度 定数21
平成16年度 定数16（以降、本庁定数のみ）
2008（平20）年 社会教育法一部改正
第９条の３（社会教育主事の職務に関
する規定）第２項に、学校が地域住民
と連携・協力するための助言機能が追
加される
2009（平21）年 社会養育主事講習規程一部改正
2013（平25）年 中教審生涯学習分科会ＷＧ
「審議の整理」
平成25年度 定数13
2016（平28）年 国立教育政策研究所社会教育実践
研究センター「社会教育主事等の在り
方に関する調査研究報告書」
2017（平29）年 社会教育法一部改正
第９条の７「地域学校協働活動推進
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員」の規定新設
社会教育主事養成等の改善・充実に
関する検討会「社会教育主事養成の
見直しに関する基本的な考え方（案）
について」（８月、中教審生涯学習分
科会で検討）
2018（平30）年 「社会教育主事講習等規程」
の改正
